
  

 

 

文教福祉常任委員会。都市基

盤建設特別委員会、副委員長 

総務常任委員会。議会改

革特別委員会委員長。 

湖南広域行政組合議員。 
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件    名 提案者 共 産 党 公 明 党 野 洲 ネ ッ ト 野 洲 政 風 会     

平成２５年度決算認定（一般会計） 市  長 ● ● ● 〇 〇 〇 ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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長 

平成２５年度決算認定（国保・介護保険・後期高齢者医療） 市  長 ● ● ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

平成２６年度一般会計補正（マイナンバー制度（国民背番号制）導入予算） 市  長 ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

子どもの家条例改正（学童保育料の大幅な引き上げ） 市  長 ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

仮称「手話言語法」の早期制定を求める意見書 政風会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

新聞購読料への消費税軽減税率適用を求める意見書 政風会 ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ● 

軽度外傷性脳損傷にかかる周知、労災認定推進を求める意見書 公 明 党 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 

外形標準課税の拡大に反対する意見書（資本金 1 億円以下の赤字の企業にも課税） 共産党 ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ● 

３５人学級実現と加配教員の増員を求める意見書 共産党 ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ 

コメの暴落に関して緊急対策を求める意見書 共産党 ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ● 

農業委員会・ＪＡの解体につながる「農政改革」に反対する意見書 共産党 ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

小
規
模
企
業 

振
興
基
本
法
の
具
体
化
を 

 

６
月
２０
日
の
国
会
で
５１
年
ぶ
り
に
小
規

模
企
業
（
製
造
業
は
２
０
人
以
下
、
商
業
・

サ
ー
ビ
ス
は
５
人
以
下
）の
振
興
を
図
る
基

本
法
が
可
決
。 

 

野
洲
市
の
統
計
調
査
で
は
、
平
成
３
年
に

比
べ
、
商
店
は
１
３
４
店
減
の
一
方
、
従
業

員
は
４
２
３
人
増
と
言
う
こ
と
で
、
大
規
模

化
し
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
か
ら
も
小
規
模
企

業
を
支
援
す
る
策
と
し
て
、
県
内
１０
自
治

体
で
行
っ
て
い
る
、
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
制
度

の
実
施
を
求
め
て
き
た
。
群
馬
県
高
崎
市

で
は
市
職
員
が
３
０
０
商
店
の
要
望
を
聞

き
、
商
店
リ
ニ
ュ
ア
ル
支
援
で
小
口
の
仕
事

起
こ
し
を
し
、
大
き
な
効
果
を
上
げ
て
い

る
。
野
洲
市
で
も
検
討
を
す
べ
き
と
求
め

た
が
、
当
局
は
「
考
え
て
い
な
い
。
小
口
簡

易
融
資
の
活
用
を
」
と
従
来
の
答
弁
を
繰

り
返
し
、
５１
年
ぶ
り
の
基
本
法
の
具
体
化

と
は
、
か
け
離
れ
て
い
ま
し
た
。 

生
活
保
護
行
政
に
つ
い
て 

 

生
活
保
護
受
給
者
が
平
成
２６
年
は
前

年
に
比
べ
７
世
帯
増
え
、
１
８
５
世
帯
に
な

っ
て
い
る
。
受
給
者
の
年
代
別
で
は
、
７０
歳

以
上
の
高
齢
者
が
一
番
多
く
３０
％
も
あ

り
、
基
礎
年
金
の
引
き
上
げ
を
行
え
ば
、

受
給
者
は
減
る
の
で
は
な
い
か
と
質
問
。
当

局
は
「
抑
止
で
き
る
」
と
答
弁
。
保
護
基
準

も
引
き
下
げ
ら
れ
て
お
り
、
遠
方
の
兄
弟

の
葬
儀
に
も
行
け
な
い
方
も
あ
り
、
憲
法

２５
条
に
基
づ
い
た
施
策
が
必
要
で
す
。 

 

主な議案・条例・意見書の態度 
８月議会では市長２７案件、議員７案件が提案されました。その内、共産党市議団は２５年度決算や補正予算、条

例など６議案に反対、２８議案に賛成しました。 

                                    〇は賛成  ●は反対 

 
 

近
年
、
地
球
温
暖
化
に
よ
る
影
響
が
指

摘
さ
れ
る
集
中
豪
雨
や
台
風
は
激
し
さ
を

増
し
、
常
襲
的
と
な
っ
て
い
る
。
市
内
に
お

い
て
冠
水
や
浸
水
の
被
害
も
起
き
て
い
る

が
、
根
本
的
に
は
水
量
に
耐
え
う
る
河
川

の
整
備
、
雨
水
対
策
事
業
を
早
期
に
進
め

て
行
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

友
川
の
河
川
改
修
は
事
業
の
平
成
27

年
度
に
完
成
予
定
と
の
こ
と
で
す
。
妓
王

井
川
や
童
子
川
は
県
、
米
内
川
は
土
地
改

良
区
の
管
理
で
す
が
、
地
元
か
ら
修
繕
や

改
修
の
要
望
も
あ
り
、
市
か
ら
そ
れ
ぞ
れ

に
対
し
て
強
く
求
め
る
事
を
訴
え
ま
し
た
。 

 
 

治
水
対
策
に
は
、
水
門
の
開
閉
の
課
題

も
重
要
で
あ
り
、
雨
水
と
農
業
用
水
と
の

関
わ
り
を
自
治
会
や
地
元
と
行
政
と
の
深

い
連
携
に
よ
っ
て
、
今
後
の
激
し
い
集
中
豪

雨
に
備
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

介
護
保
険
制
度 

 

大
改
悪
に
つ
い
て 

 
 

消
費
税
が
増
税
さ
れ
る
一
方
で
介
護

保
険
制
度
の
大
改
悪
が
す
す
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
来
年
4
月
に
第
6
期
介
護
保
険

改
定
で
す
が
、
こ
う
し
た
状
況
の
中
で
如
何

に
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
守
っ
て
い
け
る
か
ど
う

か
が
行
政
の
責
任
と
し
て
問
わ
れ
ま
す
。 

 

今
回
、
特
養
への
特
例
入
所
や
所
得
の
少

な
い
者
に
対
す
る
減
免
が
新
た
に
盛
り
込

ま
れ
、
市
と
し
て
独
自
の
減
免
を
行
う
べ
き

と
迫
り
ま
し
た
が
、
独
自
減
免
は
行
わ
な

い
と
の
答
弁
で
し
た
。 

環境経済建設常任委員会。議

会便り編集委員会。議会改革

特別委員。 

４
番
目
に
高
い
国
保
税
、 

引
き
下
げ
検
討
を
表
明 

 

国
民
健
康
保
険
は
、
年
金
者
、
派
遣
労

働
者
、
農
業
、
商
業
の
経
営
者
な
ど
が
加

入
し
て
い
ま
す
。
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
な
ど
が
加

入
す
る
社
会
保
険
で
は
、
企
業
負
担
が

５０
％
。
し
か
し
国
保
税
の
国
庫
負
担
は
２０

数
％
の
為
、
社
会
保
険
と
比
べ
て
２
倍
以

上
の
不
公
平
な
保
険
税
と
な
っ
て
い
ま
す
。

低
所
得
者
ほ
ど
滞
納
が
多
く
、
払
い
た
く

て
も
、
払
え
な
い
生
活
の
実
態
が
あ
り
ま

す
。
本
市
で
は
滞
納
し
て
い
る
世
帯
に
対
し

て
、
資
格
証
明
を
１
７
２
世
帯
に
発
行
し
て

い
ま
す
が
、
医
療
機
関
に
行
け
ば
１０
割
負

担
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
で
は
、
病
院
に
行
く

こ
と
も
出
来
ま
せ
ん
。 

繰
越
金
と
基
金
残
高
を
合
わ
せ
れ
ば
３

億
円
余
り
あ
り
ま
す
。
県
下
で
４
番
目
に

高
い
国
保
税
の
、
一
世
帯
一
万
円
引
き
下

げ
は
６
４
０
０
万
円
あ
れ
ば
で
き
ま
す
。
高

す
ぎ
る
国
保
税
の
引
き
下
げ
を
求
め
ま
し

た
。
こ
れ
に
対
し
当
局
は
、
国
保
税
引
き
下

げ
の
検
討
を
表
明
し
ま
し
た
。 

米
価
暴
落
に
対
し
て 

対
策
を
求
め
ま
し
た 

米
の
概
算
金
単
価
は
、
昨
年
よ
り
三
千

百
円
も
下
落
し
、
コ
シ
ヒ
カ
リ
一
等
米
で

も
９
千
二
百
円
で
農
家
が
再
生
産
に
必

要
な
額
に
は
程
遠
い
金
額
で
す
。
市
か

ら
、
国
に
た
い
し
て
過
剰
米
対
策
と
米
価

の
安
定
価
格
を
図
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。 

          

生
活
保
護
行
政
に
つ
い
て 

 

生
活
保
護
受
給
者
が
平
成
２６
年
は
前

年
に
比
べ
７
世
帯
増
え
、
１
８
５
世
帯
に
な

っ
て
い
る
。
受
給
者
の
年
代
別
で
は
、
７０
歳

以
上
の
高
齢
者
が
一
番
多
く
３０
％
も
あ

り
、
基
礎
年
金
の
引
き
上
げ
を
行
え
ば
、

受
給
者
は
減
る
の
で
は
な
い
か
と
質
問
。
当

局
は
「
抑
止
で
き
る
」
と
答
弁
。
保
護
基
準

も
引
き
下
げ
ら
れ
て
お
り
、
遠
方
の
兄
弟

の
葬
儀
に
も
行
け
な
い
方
も
あ
り
、
憲
法

２５
条
に
基
づ
い
た
施
策
が
必
要
で
す
。 

 



 

 

 

         （８月２８日～９月２４日） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 平成２６年８月定例議会 条例改正    円 

 現在 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３１ 

通年 10,000 10,000 10,000 10,000 10,500 

夏
季 

7 月 8,000 9,000 9,000 9,000  

8 月 15,000 16,000 19,000 22,000  

冬
季 

12月 3,000 4,000 5,000 6,000  

1 月 3,000 4,000 4,000 4,000  

春
季 

3 月 6,000 7,000 8,000 8,000  

4 月 5,000 6,000 7,000 8,000  

季節合計 40,000 46,000 52,000 57,000 62,000 

 ◆コメの暴落に関して緊急対策を求める意見書 

今年の米価が１表３０００円も暴落する状況です。「再生産がで

きない」と悲鳴が上がる中、緊急に政府に買い入れや過剰米処

理の対策を求める意見書に、保守系や公明党は反対討論もな

く反対。これでは市民に対して説明責任を果たせないのではな

いでしょうか。 

◆３５人学級実現と加配教職員の増員を求める意見書 

 ３５人学級は小学校１年生しか法定化していないため、定数の

見直しが必要です。少人数学級は親も教師も願うところですが、

保守系の議員が「文科省で検討しており、時期尚早」と反対討

論をしました。なぜ時期が早いのですか。理由にならない理由

に疑問をいだきます。 

◆外形標準課税の拡大に反対する意見書 

 赤字の中小企業にも課税する「外形標準課税」拡大に対し、

「法人税率の引き下げで、地方税収が落ち込む中、広く、薄く課

税する税制は必要」と公明党が討論し、否決されました。 

 

定
例
議
会
は
平
成
25
年
度
の
決
算
認
定
、
補
正

予
算
、
条
例
改
正
等
の
審
議
と
採
決
を
行
い
ま
し

た
。
そ
の
う
ち
決
算
に
つ
い
て
は
、
多
く
の
課
題
や

問
題
点
が
含
ま
れ
て
お
り
、
一
般
会
計
、
国
民
健

康
保
険
事
業
特
別
会
計
、
後
期
高
齢
者
医
療
特
別

会
計
、
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
、
そ
れ
ぞ
れ
の

会
計
に
対
し
て
問
題
点
を
指
摘
し
ま
し
た
。 

一
般
会
計
歳
入
歳
出
に
関
し
て
は
、
具
体
的
に
以
下
の

点
を
議
案
質
疑
や
各
委
員
会
、
討
論
で
指
摘
し
ま
し
た
。 

❶
小
中
学
校
の
児
童
・
生
徒
の
就
学
援
助
制
度
に
つ
い

て
、
国
と
し
て
Ｐ
Ｔ
Ａ
会
費
、
部
活
動
費
、
生
徒
会
費
等

が
準
要
保
護
世
帯
も
対
象
と
な
り
、
地
方
交
付
税
措
置
さ

れ
た
に
も
関
わ
ら
ず
補
助
し
て
い
な
い
。 

❷
県
下
で
も
4
番
目
に
高
い
国
民
健
康
保
険
税
に
関
し

て
、
一
般
会
計
か
ら
の
法
定
外
繰
入
を
や
め
た
ま
ま
で
い

る
事
や
、
基
金
の
取
り
崩
し
を
行
っ
て
い
な
い
事
に
よ

り
、
負
担
増
が
解
決
し
て
い
な
い
。 

❸
市
内
大
企
業
に
対
し
て
約
束
だ
か
ら
と
工
業
振
興
助

成
金
を
支
払
い
続
け
る
一
方
、
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成 

制
度
の
実
施
は
行
わ
な
い
な
ど
、
市
内
中

小
企
業
に
対
す
る
施
策
が
不
十
分
。 

❹
同
和
行
政
の
終
結
に
関
し
て
、
特
定
の

団
体
で
あ
る
部
落
解
放
同
盟
に
対
し
て

補
助
や
負
担
金
を
続
け
る
事
は
、
公
平
・

公
正
な
行
政
で
は
無
く
民
主
主
義
に
反

す
る
。 

 

法
人
市
民
税
や
固
定
資
産
税
は
4
億

円
近
く
増
え
る
中
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
で
景

気
も
回
復
せ
ず
、
個
人
市
民
税
は
3
千

万
円
以
上
減
っ
て
い
る
よ
う
に
、
市
民
の

暮
ら
し
が
大
変
な
状
況
で
す
。
評
価
出
来

る
施
策
や
事
業
も
あ
り
ま
す
が
、
行
政
側

の
財
政
的
な
観
点
だ
け
で
無
く
、
市
民
の

立
場
に
立
っ
た
公
平
・
公
正
な
予
算
の
執

行
を
行
う
べ
き
で
す
。 

８月定例議会で、県下で 4番目に高い国民健康保険

の国保税一世帯一万円の引き下げを求めました。市当

局は「国保税の引き下げを検討したい」と回答。 

3 年前の 30％の大幅引き上げで現在基金は、2 億

2000万円保有し、繰越金を合わせると 3億 6000万円

にもなります。高島市より 10 万円も高い国保税は、

払いたくても払えない状況であり、来年度引き下げへ

の道が出来ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｐ 

地元から改修要望のある妓王井川 

友川の河川整備改修を視察 

下表のように平成 29 年度まで段階的に季節のみ利用する学

童保育料を、大幅に引き上げる条例が可決されました。 

平成２９年度で１４３％。平成 31年度の予定なら１５５％の引き

上げです。保育園の保育料よりも高くなる方もおられ、低所得者

層が排除されかねないと反対をしました。 

 

http://www.yasusigi.net/ 


